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１．��はじめに�
―プロットフォームビジネスとは何か―

　プラットフォームビジネスとは、事業主体が

プラトットフォーム（共通基盤）上で相互依存

関係にある複数の顧客グループを仲介し、直接

的なやり取りを通して価値を創造する仕組みで

ある（1）。いまやクレジットカード、パーソナ

ルコンピュターの OS（オペレーティングシス

テム）、インターネットの検索エンジン、ゲー

ム機、ショッピングモールまでプラットフォー

ムビジネスは花盛りの感がある。

　クレジットカード会社はカード所有者と小売

店、レストランなどの加盟店を引き合わせ、決

済手段を提供することで、利用者に利便性を、

店舗には集客力をもたらしている。また、ショッ

ピングモールのディベロッパーは買い物客とテ

ナントが出会う快適な場を提供し、買い物客に

は満足を、テナントには収益を与えている。

　プラットフォームビジネスはプラットフォー

ム上の複数の顧客グループが相互依存関係にあ

ることで成立している。ある顧客グループがプ

ラットフォームを利用する価値は他の顧客グ
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ループの数や質に依存している。カード保有者

にとってクレジットカードの利用価値は自分が

行きたいと思う店舗がどのくらい加盟している

かにより決まり、逆に加盟する店舗にとっては

標的顧客がどのくらい多く加盟しているかがプ

ラットフォームを利用する魅力となる。

　事業主体は双方の顧客グループを同時に増や

すことができれば、それに越したことはないが、

現実的には、まずどちらかの顧客を増やし、他

方の顧客がプラットフォームを利用する価値を

高める必要がある。クレジットカード保有者が

先に増えれば、加盟店を勧誘しやすくなり、逆

に魅力的な店舗が数多く参加するようになれ

ば、カード保有者の利用価値が上がる。つまり、

カード会社は「鶏が先か卵が先か」という問題

を解決しなければならない。

　この問題の解決方法は、どちらか一方の顧客

にインセンティブ（誘因）を与えて、利用者数

を増やすことである。新規発行するクレジット

カードでは初年度会費ゼロや新規加入時のポイ

ント付与といったインセンティブを与えて、

カード保有者数を増やしている。他方で、一流

のホテルやレストランの加盟店を増やし、所得

層の高いグループに狙いを定めて利用客とする

クレジットカード会社もある。

　プラットフォームは利用者のグループが 2 者

の場合、ツーサイド（両面）プラットフォーム

と呼ばれる。3 者間関係以上の場合もあるので、

マルチサイド（多面）プラットフォームと総称

することもある。カード保有者と加盟店をつな

ぐクレジットカード会社、買い物客とテナント

を仲介するショッピングモールはいずれもツー

サイドプラットフォームである。

　それに対して、グーグルのアンドロイドはス

マホなどの端末機器メーカー、アプリケーショ

ン開発者、利用者の 3 者を結ぶマルチサイドプ

ラットフォームということになる。消費者同士

や広告主を結びつけているフェイスブックなど

のソーシャル・ネットワーキング・サービスも

同様である。

　プラットフォームビジネスには、①すべての

利用者が何らかの意味で「顧客」である、②利

用者が直接、相互作用を通して財・サービスを

交換する、という 2 つの特徴がある。したがっ

て、20 世紀に発達した自動車、家電、食品産

業等の垂直統合型サプライチェーンはプラット

フォームビジネスと区別されている。売買の交

互連鎖で成り立っており、サプライチェーンの

上流と下流の間には直接的な交換はない。

　自動車メーカーが組織した「原材料→部品→

自動車→販売」というサプライチェーンを例に

とると、①の「すべての参加者が何らかの意味

で顧客である」という条件に該当していない。

サプライチェーンは売り手と買い手の交互連鎖

で成り立っており、部品メーカーは自動車メー

カーの顧客ではない。また、部品メーカーは販

売店と直接、取引していないので、②の条件に

も該当しない（2）。

表 1　ツーサイドプラットフォームの事例

事例 利用者 1 利用者 2 ・各企業がPFを提供
クレジットカード 消費者 加盟店 ビザ、マスターカード、JCB
家庭用ゲーム機 消費者 ゲーム開発者 ソニー、任天堂、X-Box
ショッピングモール 消費者 テナント イオンモール、ららぽーと

電子商店街 消費者 出品者 楽天、アマゾン、天猫

民泊仲介業 消費者 住宅持ち主 エアビーアンドビー、自在客

配車サービス 消費者 自動車運転手 ウーバー、リフト、滴滴出行

・複数企業がPFを共有
リナックス・サーバー 企業 アプリ開発者 IBM、デル、HP
Wi-Fi 使用者 接続サービス提供者 シスコ、デル

DVD プレーヤー 消費者 ソフト制作者 ソニー、東芝、サムソン

（出所 ）Eisenmann 他（2006）を大幅に加筆・修正して使用。
（注）PF はプラットフォーム、OS はオペレーティングシステムの略。
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　また、卸・小売業者といった再販売業者は「仲

介業者」には違いないが、卸の場合は消費者と

直接、取引していない。小売業者にとって卸は

顧客ではない。その点で、卸・小売業はプラッ

トフォームビジネスとは言えない。

　しかし、同じ物品販売関連でもショッピング

モールのディベロッパーは再販売業者ではな

く、プラットフォーマーである。テナントとし

て入居する店舗もショッピングモールにやって

くる買い物客も、ともに「顧客」である。ゆえ

にショッピングモールはツーサイドプラット

フォームと言える。

　その意味では、20 世紀に発達した垂直型売

買連鎖モデルを水平型需給結合モデルにつくり

変ているのがプラットフォームビジネスである

と言うことができる。

　近年、プラットフォームビジネスが盛んに

なった理由は、デジタル化によりネットワーク

効果が発揮されるようになったのが一因であ

る。デジタル化されたプラット―フォームには

情報財特有の範囲の経済性が働き、家庭用ゲー

ムソフトや電子書籍のようにコンテンツ提供に

要する限界費用がほぼゼロとなる例が多い。そ

れゆえ利用者が増えると、収穫逓増の原則が働

く。

　ネットワーク効果には同一グループの参加者

で起きるセイムサイド（同面）ネットワーク効

果と異なるグループの参加者で起きるクロスサ

イド（逆面）ネットワーク効果の 2 つがある点

にも注意したい。

　セイムサイドネットワーク（直接ネットワー

ク）効果は同一参加者グループ内で起こるもの

で、一種の「バンドワゴン効果」が作用する。

クレジットカードであれば、有名老舗料亭が使

用を受け入れると、「それならうちも」と参加す

る飲食店が増える。ショッピングモールであれ

ば、有力百貨店が核テナントとして入ると、他

のテナントが集客力の高まりを見越して入居を

希望するといったことである。

　それに対して、クロスサイドネットワーク（間

接ネットワーク）効果はプラットフォームの一

方の顧客の増加が他方の顧客の参加を引き起こ

す場合である。グーグルは無料検索エンジンで

利用者を増やし、その利用者に対して広告メー

セッジを発する広告主を集めた。アマゾンは「地

球最大の書店」として顧客数を増やし、それを

テコに外部の売り手が参加する電子商店街（ア

マゾン・マーケットプレイス）の構築に成功し

た。いずれもクロスサイドネットワーク効果が

発揮された例である。

　プラットフォームビジネスの妙味はネット

ワーク効果が大きく、加速度的に事業が拡大す

る良循環が生まれやすい点にある。とくにデジ

タル市場では競争の優劣が鮮明となり、いわゆ

る「勝者総取り」（Winner-Take-All）状況が起

きる。それゆえプラットフォーム間の生成期に

激しい価格・品質競争による奪い合いが生じる

が、成長後期から成熟期には新規参入が困難と

なり、勝者となったプラットフォームが市場を

支配する傾向がしばしばみられる（3）。

　しかし、勝者がいつまでも安泰であるという

わけではない。ネットの世界では囲い込んだ顧

客基盤をテコに隣接事業に進出する「越境行為」

が常態化している。

　グーグルは 2000 年代に入ると、電子書籍や

代金決済などのサービスを矢継ぎ早に導入し、

06 年には動画サイトのユーチューブを買収し

た。その後もビデオ配信やネット通販にも手を

広げた。また、デバイスの開発・設計にこだわ

るアップルやオンライン書籍販売から出発した

アマゾンも、同様に自社のプラットフォームを

拡張している。

　同一事業内容での単独の参入は容易ではない

が、事業の補完関係を利用した新規参入や異種

プラットフォームのバンドリング（1 つの束に

まとめること）による参入といった包摂

（Envelopment）戦略の有効性が注目され、主要

プラットフォームによる越境行為が一段と顕著

となっている（4）。

　ここでは、オンライン小売業から出発し、e
ビジネスのインフラストラクチャー（経営基盤）

企業へと進化したアマゾン・ドット・コムを取

り上げ、プラットフォームビジネスの生成と変

容のプロセスを振り返る。それとの対比で、日

本でリアル店舗を拠点に「オープンプラット

フォーム戦略」への転換を意図する有力コンビ
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ニエスストアのローソンに着目し、経営課題を

指摘する。ローソンはアマゾンの商品の受け渡

し窓口として機能する一方、リアルとネットを

融合したオムニチャネル戦略を推進し、特異な

存在感を放っている。

２．オンライン小売業の誕生と成長

　ジェフ・ペゾスはプリストン大学でコン

ピューターサイエンスと電気工学を学び、卒業

後ウォール街のヘッジファンドで職を得た。

1990 年代前半はインターネットの黎明期であ

り、ペゾスはインターネットを利用した新規事

業の開発を担当した。その事業化候補の 1 つに

インターネット企業がメーカーと消費者を仲介

し、あらゆる商品を販売するオンライン小売業

の「エブリシングストア（よろずや）」という

アイディアがあった（5）。

　しかし、会社はオンライン小売業の起業に関

心を示さなかった。ペゾスは 1994 年夏、ウォー

ル街を離れた。ワシントン州シアトルに引っ越

し、妻のマッケンジーとシリコンバレーで働い

ていたシェル・カファンと地元シアトル在住の

コンピューターエンジニア、ポール・バートン・

デービスの 4人で起業した。

　「エブリシングストア」と言っても、ありと

あらゆる商品をオンラインでいきなり販売する

のは到底、不可能なことだった。ペゾスはおよ

そ 20 種類の商品を候補としてリストアップし、

オンライン販売に最適な商品は何かを検討し

た。結論は、市場規模が大きく、同じ品質の商

品をどこでも購入することができ、仕入れが容

易な書籍だった。つまり、ペゾスは書籍を売り

たいがためにオンライン小売業を始めたのでは

なく、インターネット事業を始める手段として

書籍を選んだ。

　シアトルにやってきたのは友人たちがいて親

近感があったこと、ハイテク関連の人材が豊富

なこと、大手出版取次会社が隣接するオレゴン

州にあり仕入れがしやすいこと、ワシントン州

は比較的人口が少なく売上税負担が少なくてす

むことなど、いくつかの理由があった。

「紙ナプキン」のビジネスモデル
　ペゾスが創業期、事業構想を説明するために

書いたとされるのが、別掲図の「ペゾスの紙ナ

プキン」である。カフェの紙ナプキンには、2
つの環からなるビジネスモデルの構成要素と因

図 1. アマゾンのビジネスモデル－ペゾスの紙ナプキン－

（注 ）アマゾン・ドット・コムの創業者ジェブ・ペゾスが創業間もない頃に紙ナプキンに書いたとされるビジ
ネスモデル。原資料は、2015 年 6 月東京で開催された「AWS Summit」でのアマゾン　データサービス　ジャ
パン長崎忠雄社長の講演資料（https://codeline.jp//article/detail/875）。
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果関係が描かれている。

　内側の環は、品揃えの豊富さ（セレクション）

を軸にしており、「利便性の環」と呼ぶことが

できる。「世界最大の書店」をうたい文句に、1
日 24 時間、365 日いつでも休むことなく利用

できる。そこで良い顧客経験をつくり出し、リ

ピーター（反復顧客）として囲い込む。トラ

フィック（利用客数）が増えれば、今度はアマ

ゾンで商品を売りたい人・企業（セラー）が増

え、品揃えは一段と充実するという良循環が作

動すると明示されている。

　外側の環は、「低価格の環」である。品揃え

に加えて、低価格訴求で集客することにより確

実に売上高を増やす。そうすると、規模の経済

性が働き、業務の低費用化が進み、低価格販売

が一層強化されるという良循環がここにも働く

ことになる。

　品揃え、利便性、低価格という小売経営戦略

の基本要素が見事に組み込まれている。2 つの

環には第 3 者のセラーを巻き込み、取扱商品を

拡大し、成長を加速させるという将来戦略が示

唆されている。

　参入のタイミングが絶妙だった。アマゾン・

ドット・コムは 1995 年 7 月、正式にサービス

を始めた。マイクロソフトの Windows95 が発

売され、www（ワールド・ワイド・ウエッブ）

や電子メイルが一般家庭に普及し始めた時期

だった。大手書店チェーンはどこも店舗販売と

の衝突を懸念して、オンライン販売には消極的

だった。市場はほとんど空白状態だった。

　100 万タイトル以上の書籍を販売する「地球

最大の書店」が実現した。大手書店は郊外にスー

パーストアと呼ばれる大型店舗を出店していた

が、タイトル数はせいぜい 17 万 5000 冊超（バー

ンズ＆ノーブル 1997 年度年次報告書）だった。

ただし、アマゾンが実際に倉庫に在庫している

本の数は限られており、大部分は取次店ないし

出版社が在庫を保有し、顧客からの注文が入る

と、取り寄せて数日後から遅くとも 1、2 週間

後に納品した。

　新しいもの好きのネット利用者の間でアマゾ

ンの評判は口コミで伝わっていった。とくに「同

じ品なら、必ず安い」低価格販売の集客力は抜

群だった。新刊本には衣料品や生鮮食品のよう

な「品質」の差異がないから、値引き販売の効

果は大きい。ベストセラーの上位 20 冊は定価

の 30％引きで赤字覚悟のロスリーダー（目玉

商品）にした。これは大手書籍専門店チェーン

の常套的な販促手段だが、それ以外にも取次業

者が在庫を持つ 30 万タイトルはすべて 10％引

き、さらに「スポットライト」と称するお薦め

本を最大 40％引きで販売した。

　加えて、顧客の利便性を高めるため、オンラ

インでしか提供できない独自のサービスが次々

に投入された。ペゾスは「世界で一番顧客セン

トリック（本位）な会社になる」、「焦点は競争

相手ではなく、顧客に当てろ」が口癖だった。

　カファンが初期段階で大きなイノベーション

として挙げているのは、データベースを使い、

気に入った本を簡単に探し出せる検索システム

だった。インターネット上に散在するドキュメ

ントを相互に参照可能とするハイパーテキスト

方式でデータ間にリンクを張り、関心あるテー

マや著者名で検索すると、本の一覧表がさっと

現れた。

　業務の試験段階で、アマゾンの編集者が書い

ていた本に関する感想やうんちくを読書に投稿

してもらうブックレビューも開発していた。ペ

ゾスは、ネット世界においては「皆、自分の意

見を発表することができる。クチコミの力はす

ごい」と評価していた。

　新サービスは事業開始後にも、絶え間なく投

入された。過去の購入した本からおすすめの本

を割り出し、利用者が関心のありそうな本を提

示するリコメンデーション機能、自分のウエッ

ブサイトで書評を書き、アマゾンへリンクを

張って、本が購入されると紹介料が入るアソシ

エイトプログラム等々である。

　サービス開始から 3 年目の 1997 年 5 月には

早くもナスダック（店頭銘柄市場）に株式を上

場した。同じ年の 9 月、競争相手を大きく引き

離すイノベーションが起きた。初回の注文で支

払い方法とお届け先住所を入力し、次回から「1
‐Click で買う」をクリックすると、自動的に

指定された支払い方法で指定した住所に商品が

納品されるワンクリックサービスが導入された
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表 2　アマゾンの歩み

年 主な出来事
創業：オンライン小売業の時代

1994 ・  前身となる法人 Cadabra.com を登記し、シアトルの貸家ガレージで妻と技術者のシャル・
カファンらと創業。直後 Amazon.com に社名変更。

1995 ・書籍のオンライン・ショッピング・サイト開設。

1997 ・NASDAQ に株式を上場、売り出し価格 18 ドルで 5400 万ドルを調達。

1998 ・  ドット・コム・バブルの中、配送センターやコンピューターシステムへの投資を加速。同
時に、各種ネット企業の買収の着手。

・独テレバッハ、英ブックページを買収し、海外進出へ。

・音楽・映画の CD・DVD 販売を開始。

1999 ・アマゾンオークションを開設も苦戦が続く。

・玩具・家電販売を自社で開始。

・ワンクリックの特許権が承認される。

試練：ドット・コム・バブル崩壊と電子商店街の開設
2000 ・ドット・コム・バブルがはじけ、12 月期決算で 14 億ドルの損失を計上。

・トイザらスと業務提携を結び、玩具サイトの運営を受託する。

・書籍でマーケットプレイスを創設。

・日本でネット通販を開始。

2001 ・株価が急落し、社員の約 15％に相当する 1300 人を人員削減。

・書籍店のボーダーズ、家電量販店のサーキット・シティと業務提携し、サイト運営を受託。

2002 ・  一定限度額（当初 99 ドル）以上購入した場合、配送代金が無料となるサービスを開始（後
のプライムサービス）。

・事務用品、アパレルの販売開始。

2003 ・期間損益で初の純利益を計上。

2004 ・  トイザらスが業務提携違反でアマゾンを提訴するが、勝訴。

2005 ・年会費 79 ドルで注文後翌々日に無料配送するアマゾン・プライム・サービスを導入。

転換：電子市場のインフラ企業に
2006 ・  インターネットを利用して外部の顧客に対して、IT インフラ機能を提供するアマゾン・ウ

エッブ・サービス（AWS）の運用を開始。

2007 ・  電子書籍リーダー、アマゾン・キンドルを発売。

・シアトルで食品を含むアマゾンフレッシュのサービスを開始。

・  出品者の商品をフルフィルメントセンターから発送するフルフィルメント・バイ・アマゾ
ン（FBA）を開始。

2008 ・  ニューヨーク州でインターネット売上税法が成立し、その後、各州でアマゾンに対する徴
税が強化される。

2009 ・靴・アパレルのオンライン小売業、米ザッポス・ドット・コムを約 9 億ドルで買収。

2010 ・キンドルストアで著書自身が直接、電子書籍を好条件で販売する出版事業を開始。

2011 ・ビデオのストリーミングサービスを開始。

2012 ・倉庫用ロボットメーカーの米キーバ・システムズを買収。

・産業材、部品等のアマゾン・サプライ（現アマゾン・ビジネス）を開設。

2013 ・配達用ドローンの試作機を公開。

2014 ・独自開発したスマートフォン、ファイア・フォンを発売。

・初のリアル店舗をサンフランシスコに期間限定で開設。

（出所 ）ストーン『ジェフ・ペゾス　果てなき野望』、『日本経済新聞』2015 年 2 月 17 日付、The Economist, June 
21st 2014 等の資料を基に筆者作成。 
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のである。直ちに特許を出願し、2 年後の 1999
年に登録が確定した。

　最大手の書店チェーン、バーンズ＆ノーブル

がオンライン小売業に進出するのはアマゾンよ

り遅れること 2 年の 1997 年 5 月だった。さっ

そく類似の自動注文サービスを導入し、追いか

けたが、アマゾンから特許違反と申し立てられ、

裁判で敗訴した。

　1997 年 12 月期、アマゾンの取扱商品数は

250 万タイトルを超え、顧客口座数が前年同期

の 18 万件から 151 万件へ 8 倍強に、売上高は

1 億 5700 万ドルから 14 億 7800 万ドルへ 9 倍

強に伸びた。対照的に、バーンズ＆ノーブルの

オンライン売上高は初年度（1998 年 1 月期）

1460 万ドルと、アマゾンの 10 分の 1 以下にと

どまった。

5 年で「エブリシングストア」に
　ペゾスは上場後の初の 1997 年度年次報告書

「株主への手紙」で、「まだすべてが始まったば

かり」という意味を込めて、事業の現状を“Still 
Day 1”と呼んだ。いまでも毎年公表する年次

報告書に、この「株主への手紙」を再録し、リ

スクを取る姿勢を明確にしている。

　技術革新の激しいインターネット市場では、

アマゾンのようなスタートアップ企業が勝ち残

り、IBM やアップル、マイクロソフトのよう

な巨人と戦うためには長期的な視野に立ち、積

極的な投資を行い、絶えざる革新を起こさない

といけない。そのためには短期的な利益を犠牲

にしてでも、長期的な観点から必要な投資を続

け、そこから生み出されるキュッシュフローを

重視するというのがペゾスの信念だった。

　変化の激しいネットビジネスでは、「今日の

利益」のために「明日の成長」を犠牲できない

として、ペゾスは積極的な先行投資が将来の株

主価値を左右すると、株主に訴え続けたのであ

る。

　1998 年以降の急速な取扱商品の拡大はそれ

を象徴している。インターネットが爆発的に普

及し始めた 1998 年、アマゾンは一気に書籍以

外の商品の取扱いを拡大した。まず音楽 CD、

DVD・ビデオの販売を成功させ、翌 99 年には

オークション、電気製品、玩具、住居用品、ビ

デオゲーム等に手を広げた。また、99 年だけ

でも毎月のように医薬品・化粧品のドラッグス

トア・ドット・コム、食品のホームグローサー・

ドット・コム、宝飾品・皮革製品等のアシュ

フォード・ドット・コム等々の他分野のオンラ

イン小売業に対して投資ないし企業買収した。

　1999 年度、取扱商品数は 1800 万種類と他の

オンライン小売業を圧倒する規模となり、顧客

の口座数は 1 年間で 1000 万件以上増え 1690 万

件に達した。リピーターの比率は 70％を大き

く超え、書籍以外の商品が売上高の半分以上を

占めるようになった。

　アマゾンはサービス開始から早くも 5 年目に

して「オンライン書店」から「エブリシングス

トア」へと変身したことになる。総合小売業の

ウォルマオートから専門量販店のトイザらス、

サーキット・シティ、ホーム・デポまで有力企

業が一斉にアマゾン対策を取るようになった。

同時に、長期的な成長を重視するキュッシュフ

ロー経営は技術革新の激しいインターネットの

世界で勝ち残るための新しい経営スタイルとし

て注目された。タイム誌は 1999 年 12 月、「今

年の人」にペゾスを選んだ。

　ただし、アマゾンの「利益の出ない経営体質」

は長く続いた。株式公開以来、6 年連続で最終

損益は欠損を記録し、ようやく 7 年目の 2003
年度はじめて 3500 万ドルの純利益を計上した。

その後 11 年間（2004 ～ 14 年度）をみても

2012、14年度と 2回にわたり欠損を出している。

先行投資を最優先
　創業から 5 年間、数か月ごとに倍々ゲームで

伸びる売上高に対応した設備投資は膨大な規模

にふくれあがった。とくに、フルフィルメント

センター（FC）と呼ばれる注文処理兼配送セ

ンターとコンピューターシステムの 2 つへの投

資額が大きかった。

　1999 年国内 6 ヵ所、海外（英独）2 ヵ所の配

送センターを一気に開設し、世間をあっと驚か

せた。ウォルマートから引き抜いた物流担当者

は平均 8 ～ 10 万㎡クラスの大規模センターを

次々につくった。大規模センターはいずれも売
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上税のかからない州に意図的に配置されてお

り、アマゾンは既存書店に対して、その分価格

競争で優位にたつことができた。しかし、物流

投資負担は重く、しかもシステム上の問題も生

じていた。

　ウォルマート出身者が当初、開発した量販店

型自動倉庫はベルトコンベヤーが張り巡らさ

れ、バッチ処理するシステムは小口注文の多い

オンライン小売業ではうまく作動しなかった。

　ピッカーと呼ばれる作業員が通路や商品棚に

つけられたライトを見て、商品を探し、トート

と呼ばれるカゴ車に入れ、トートを巨大な仕分

け装置に乗せると、顧客別に仕分けされて、梱

包・出荷されるピック・ツー・ライト方式を導

入したが、多数のピッカーの作業時間が同期化

しないと、仕分けから出荷までの作業効率は上

がらなかった。そこで、ピッカーが商品棚から

梱包作業場所までトートを運ぶ形にして、作業

をソフトウエアで細かく調整する方式に改め

た（6）。

　センターでは顧客の注文処理から在庫管理、

代金決済、出荷指示、配送・返品管理等に関す

る作業を行っている。米国内センター数は

2005 年の 13 ヵ所から 2014 年には 109 ヵ所に

一気に増加している。ソフトウエアの改善は毎

年続けられており、2013 年を例にとると、280
件にのぼっている（数値は年次報告書）。

　期間損益が黒字転換した 2003 年度の財務諸

表をみると、物流関連のフルフィルメント費用

は売上高の約 9％で、すべての業務費用の約

48％を占めている。いかにセンター運営費用が

重いか、よくわかる。

キャッシュフローを生み出す「仕組み」
　話を進める前に、ペゾスのキャッシュフロー

経営の根拠を説明しておこう。アマゾンのビジ

ネスモデルにはキャッシュフローを生み出す独

特なメカニズムが組み込まれていた。

　それは、オンライン小売業特有の高い在庫投

資効率である。何より在庫水準そのものが低い。

すでに指摘したように既存大手書店チェーンは

郊外に大型店舗を出店し、各店舗で大量の在庫

を抱えていた。バーンズ＆ノーブルは 1988 年

時点で、全米 49 州で 1008 店舗を展開していた。

それに対して、アマゾンは大規模なセンターで

在庫を集中的に管理していた。

　流通論では、これを「集中貯蔵の原理」と呼

ぶ。多数の拠点で在庫を分散的に持つより少数

の拠点で集中的に管理した方が全体の在庫水準

が下がるという理屈である。データの取れる

1999 年度をみると、バーンズ＆ノーブルは売

上高 34 億 8600 万ドルに対して期中平均在庫は

15 億 7400 万ドルと対売上高比率 45％の水準で

あるのに対して、アマゾンは売上高 16 億 3900
万ドルに対して期中平均在庫 1 億 2500 万ドル

と同比率 8％弱と極めて低い。

　さらに、高い在庫回転率は回転差資金を生み

出した。回転差資金とは商品の現金回収期間と

支払い期間との差から生じるキャッシュフロー

の一種で、前者が後者より短いと、資金繰りが

楽になる。株式上場時、従来の書店は 90 日の

手形で書籍を仕入れ、それを 160 数日かけて売

り、代金回収するのに対して、アマゾンは 60
日弱の手形で仕入れ、20 日以内で販売し現金

化していたので、差し引き約 40 日分の余裕資

金が生じる計算になる（7）。

　1960 年代以降、日本において手形で仕入れ

て、現金で売るスーパーが急成長した財務上の

理由もまた、この回転差資金の効果によってい

た。

３．プラットフォームビジネスへの道

　「ペゾスのナプキン」について、顧客経験が

改善し、トラフィックが増すと、アマゾンを利

用したいセラーが増えると説明した。実際、事

業はその通りに展開した。1999 年 3 月、アマ

ゾン・ドット・コム・オークションを立ち上げ

た。当時、日の出の勢いだったイーベイに対抗

したオークションサイトで、老舗競売会社のサ

サビーズと共同で鑑定付き高額品のオークショ

ンサイト、ササビーズ・アマゾン・ドット・コ

ムを、またアマゾン以外の事業者や個人が販売

できる電子商店街の zSHOPs を始めた。これが

現在のアマゾン・マーケットプレイスの始まり

となった。
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突破口はマーケットプレイス
　イーベイは個人がネット上で商品を販売する

市場をしっかり押さえていたので、当初、マー

ケットプレイスの試みはうまくいかなかった

が、意外なところから突破口が開かれた。1990
年代末、主要小売業者は一斉にオンライン

ショップに参入したが、失敗する企業が相次い

だ。玩具最大手のトイザらスもその 1 社で、一

番大切なクリスマスに欠品や遅配が続出し、消

費者の評判を落としてしまった。

　トイザらスはアマゾンに対して商品の仕入れ

は自社で行うが、オンラインショップの運営は

すべてアマゾンに業務委託すると、提携を申し

入れた。アマゾンは玩具類も販売していたが、

品揃え拡大や委託料収入の観点から、これを受

け入れた。カニバリゼ―ション（共食い）対策

も一応、とられた。バービー人形などの人気商

品の販売はトイザらスが、それ以外の商品はア

マゾンが取扱うことで調整された。業務提携の

期間は 2000年 8月から 10年間におよんでいた。

　トイザらスとの提携はアマゾンの電子商店街

に浮揚力を与えた。アマゾンは商品の調達コス

トを負担する必要がなかった。トイザらスがア

マゾン分を含めて在庫リスクをすべて負担し、

オンラインで販売する商品はすべてアマゾンの

センターで保管、出荷された。アマゾンのセン

ター稼働率は高まり、手数料が入ってきた。

　逆に、トイザらスはサイトの運営のみならず、

商品の保管・管理・配送のすべての物流業務か

ら解放され、アマゾンのインフラ（事業基盤）

を利用できる。しかし、アマゾンは他の玩具業

者が販売する一部人気商品の取扱いを中止しな

かったため、両社の間の競争関係は完全にはコ

ントロールされることがなかった。2004 年ト

イザらスは業務提携違反でアマゾンを提訴し、

提携はあっさり破棄された。

　それでもトイザらス参加によるセイムサイド

ネットワーク効果は大きかった。家電のサー

キット・シティ、書店のボーダーズともオンラ

インショップの運営受託契約を結ぶことに成功

した。両社ともトイザらスと同様、同種の商品

を扱うアマゾン・オンライン・ショップとのカ

ニバリゼ―ションを嫌い、間もなく業務提携を

打ち切るが、それでもアマゾンに対する社会的

評価は高まった。

　アマゾンは自社、第 3 者関係なく、同一・類

似商品を売るショップの価格や評価が一覧表で

出てくる検索エンジンサービスを提供した。し

かも、配送時間は業界最短で正確だった。イー

ベイを利用していた中小企業の出品者もしだい

にアマゾンに移ってきた。

　マーケットプレイスにおいては同一商品・類

似商品を販売する第 3 者と自社との間で競争が

起こるが、ペゾスはまったく気にかけていな

かった。マーケットプレイスの品揃えが豊富に

なり、競争で価格が低下すれば、顧客の便益が

高まると考え、顧客セントトリック経営を貫い

た。

　さらに、トラフィック増加のために新しい手

を打った。2005 年に導入した年会費 79 ドルで

翌々日に無料で商品が届き、さらに 3.99 ドル

を払えば翌日に配送されるアマゾン・プライム

がそれだった。02 年にサービスを実験的に導

入したところ、1 回当たりの買い物金額が急上

昇し、リピーターが一挙に増えた。

　年会費を取っても、配送費用の負担が重く、

頻繁に注文する顧客が続出するので、赤字が続

くことは目に見えていたが、長期的には生涯購

入金額の高い優良顧客を囲い込む効果が期待で

きると判断した。

　無料配送対象商品の拡大、靴、デニム、子供

服・同用品といったカテゴリーごとの「専門

ショップ」の整備、追加料金なしで映画やテレ

ビ番組が見放題のプライムビデオや 100 万曲以

上の楽曲・アルバムを聞き放題のプライム

ミュージックなど、今日までアマゾンの新サー

ビス投入はとどまることなく続いている（『週

刊東洋経済』2016 年 3 月 5 日号）。

　プライム会員の正確な数は公表していない

が、2015 年度、会員数は世界で前年比 51％（米

国内 47％）増の 6300 万人以上にのぼり、売上

高の半分以上を占めていると推定されている

（『日本経済新聞』2016 年 8 月 2 日付）。

　顧客の囲い込みと並行して、マーケットプレ

イスは拡大した。オンライン販売件数全体に占

める第 3 者の売上高の割合は 2000 年の 6％か
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ら 05 年の 28％へ、そして 15 年には 50％近く

まで高まった。出品者数は 200 万を超え、年間

売上高 10 万ドルを超える出品者が 7 万人を超

えている（数値は年次報告書）。

　マーケットプレイスの拡大とプライム会員の

増加を結び付ける強力な接着剤は、2007 年正

式に導入したフルフィルメント・バイ・アマゾ

ン（FBA）である。アマゾンが出品者の在庫を

預かり、センターから直接、出荷すると同時に、

マーケットプレイスの出品者に対して注文処

理、在庫の保管・管理、出荷などのすべてのロ

ジスティクスサービスのほか、返品・クレーム

処理を受託している。

　センターに在庫があるので、最短での配送が

可能となる。顧客の商品選択の幅が大きく広が

ると同時に、出品者の売上高も増える相乗効果

が生まれた。マーケットプレイスで商品が売れ

ると、出品者はアマゾンに対して 15％の仲介

手数料のほか、10％前後の商品保管・配送手数

料を支払う。アマゾンは自社商品の販売では利

益がほとんど出ないが、出品者の販売とそれに

伴う FBA サービスからかなりの営業利益が出

ている。アマゾンの赤字体質は 2000 年以降、

しだいに改善された（Financial Times, 2012 
July10；出典は『日経ビジネス』2012 年 7 月

30 日号）。

ウェブサービスで巨人に挑む
　2005 年 7 月、アマゾンは創立 10 周年を迎え

た。当時のシリコンバレーでは、検索エンジン

のグーグルが飛ぶ鳥を落とす勢いで伸びてい

た。

　グーグルの台頭はアマゾンの脅威となってい

た。アマゾンにアクセスして商品を探すのでは

なく、グーグルで検索して買い物をする人が増

えていた。アマゾンやイーベイは薄型テレビな

どグーグルでよく検索される商品について、

グーグルに広告を出して顧客を自社サイトに誘

導しなければならなくなっていた。それだけで

はない。グーグル自らが買い物サイトを立ち上

げた。「越境行為」時代の新しい競争が始まった。

　アマゾンはグーグルに対抗し、2003 年に自

社開発した検索エンジンを導入し、アマゾン・

ウェブ・サービス（AWS）の布石を打った。

06 年、電子商取引で蓄積したコンピューター

システムをオープン化し、利用者が写真や文書

などのファイルをアマゾンのサーバーに保存で

きるストレージ（データ保管）サービスを開始

し、数か月後には第 3 者が自分で開発したソフ

トウエアをアマゾンのコンピューターを走らせ

ることのできるクラウド・コンピューテイング・

サービスにも手を広げた。

　AWS でも徹底した低価格戦略を採用した。

使用した分だけ料金を支払う従量制とし、基準

価格も低く設定した。ウエッブサービスは

IBM をはじめ強力な競争相手が予想されるの

で、低価格戦略で新規参入を跳ね返す狙いだっ

た。

　低価格料金制はスタートアップ企業や中小企

業から強い支持を得た。自社でサーバーを購入

し、維持管理のために技術者を雇う必要がなく

なるためである。ストレージとコンピューティ

ングを二本柱とした AWS は短期間にインター

ネット関連企業を生み出すインフラ機能を果た

すようになった。オンラインビデオ配信の米

ネットフリックスや民泊予約サイトのエアー

ビーエヌビーなどのネット企業家は AWS を利

用して起業に成功した。

　アマゾンは自社の巨大なサーバーを外部に開

放し、クラウドコンピューティング、ストレー

ジ、データベース、モバイル対応、IoT（モノ

のインターネット）等に関する 70 以上のサー

ビスを提供し、世界中で顧客を獲得している。

AWS はデジタル時代のインフラ企業となる新

たな戦略であり、オンライン小売業と比べると、

利益率が高い。2015 年度 AWS は売上高の 7％
強を占めるに過ぎないが、営業利益の 41％を

稼ぎ出している。

小括：デジタルトランスフォーメーション 4.0
　アマゾンはすでに 4 度にわたるデジタルトラ

ンスフォーメーション（デジタル化による企業

変革）を経験したことになる。

1.0：まずオンライン書店を始めた。これは店

舗とネットの違いはあるものの、商品を仕入
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れて売る伝統的な再販売業である。「利便性

の環」と「低価格の環」の 2 つが 1 つになっ

たビジネスモデルを構築し、先発者の優位性

を発揮した。

2.0：創業 5 年後には専門店から総合店の「エ

ブリシングストア」へ脱皮した。配送センター

やコンピューターシステムといった経営基盤

を築き、取扱商品の拡大により資産を効率的

に活用した。2015 年度、アマゾンの売上高

はウォルマート・ストアーズの 5 分の 1 に過

ぎないが、時価総額では世界一となった。

3.0：2000 年代に入ると、電子商店街を開業し、

プラットフォームビジネスへと転換した。成

功の鍵は、飛躍的に増大した需要者の数とそ

の購買力だった。それが出品者を引き寄せる

クロスサイドネットワーク効果を発揮した。

出品者がアマゾンの配送センターやコン

ピューターシステムを利用するので、仲介手

数料や配送手数料が入るようになった。範囲

の経済性により収益モデルは大幅に改善し

た。

4.0：コンピューターシステムをオープン化し、

クラウドコンピューティングをはじめとする

多様なサービスを外部に提供するデジタルイ

ンフラ企業へと変貌した。今回、取り上げる

ことのできなかった電子書籍リーダーや電子

出版というハード、ソフト両面にわたる事業

開発がさらなる企業変革を進めている。

　2.0 まではオンライン小売業という再販売業

だったが、3.0 以降はプラットフォーム事業へ

と進化した。それこそが、書籍を売りたいがた

めにオンライン小売業を始めたのではなく、イ

ンターネット事業をしたいがためにオンライン

書店を始めたペゾスの創業の思いに導かれた企

業変革だった。

４．ローソンのオープンプラットフォーム戦略

　日本のコンビニスストア市場は 10 兆円（日

本フランチャイズチェーン協会 2015 年調査）

を突破し、総店舗数 5 万 3000 店を超えた。こ

れは全国の郵便局約 2 万 4500 ヵ所の 2 倍以上

の数にのぼる。なおかつ上位 3 社（ファミリー

マート・サークル K サンクス合併を含む）が

市場の 90％以上を握る高度寡占型市場である

（『日経 MJ』2016 年 7 月 27 日付）。

　コンビニ各社はネット社会の到来にも迅速に

対応している。グループ内に百貨店やスーパー、

専門店等々を抱えるセブン‐イレブンはリアル

とネットの融合をうたい文句にしたオムニチャ

ネル戦略を推進し、ローソンは EC（電子商取引）

事業に進出するかたわら、店舗を拠点にイン

ターネット宅配やご用聞きサービスを提供する

オープンプラットフォーム戦略に取り組んでい

る。いずれの試みも初期段階にあるが、ここで

はローソンのオープンプラットフォーム戦略を

取り上げ、アマゾンとの比較で現状を分析し、

課題を指摘する（8）。

チャレンジャーかフォローワァーか
　ローソンは 1975 年、ダイエーの経営多角化

の一貫として創業され、2000 年ダイエーの経

営悪化に伴い三菱商事グループ入りした。2016
年 2 月期、国内で 1 万 2515 店を展開し、全店

売上高 2 兆 495 億円、純利益 326 億円を挙げる

コンビニ業界第 2位のチェーンである。ただし、

同 3 位のファミリマートと同 4 位のサークル K
サンクスの合併が実現すると、業界第 3 位に後

退する。

　トップのセブン‐イレブンとの販売力・収益

力の格差は大きい。2016 年 2 月期、セブン‐

イレブンの国内店舗数は 1 万 8572 店とローソ

ンより約 6000 店多く、1 店当たり平均日販は

65 万円とローソンの同 54 万円より 2 割高い。

そのため全店売上高は 4 兆 2910 億円とローソ

ンの 2 倍の規模となっている。

　万年 2 位に甘んじてきたローソンの立ち位置

は複雑である。トップ企業との競争差異化に挑

むチャレンジャーとしての姿勢を打ち出しなが

らも、現実には販売力の弱さを是正するため事

業の仕組みと仕事のやり方を学ぶフォローワー

の立場にもある。最近の「取り組み」が微妙な

立場をよく表している。

　「厳しい業界環境のなか、国内 CVS（コンビ

ニエンスストア）事業強化の集中」を掲げ、①
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年 主な出来事
創業：ダイエーの事業多角化の一環として

1975 ・ダイエー、米コンソリデーテッドフーズ社と業務提携し、ダイエーローソンを設立。

・大阪府桜塚で 1 号店を開店。

1988 ・POS（販売時点情報管理）システム導入開始。

1989 ・サンチェーンと合併し、ダイエーコンビニエンスシステムズ誕生。

1994 ・5000 店達成。

1996 ・ローソンに社名変更。

・上海華聯羅森有限公司を設立し、初の海外出店となる上海 1 号店を開店。

1997 ・沖縄県に出店し、47 都道府県への出店完了。

1998 ・全店売上高 1 兆円達成。

・マルチメディア端末 Loppi を全店導入。

転機：三菱商事グループ入りへ
2000 ・三菱商事と資本・業務提携、東証、大証 1 部株式上場。

2001 ・ナチュラルローソン 1 号店開店。

2003 ・全国の店内に「郵便ポスト」設置。

2005 ・ローソンストア 100 の 1 号店開店。

2007 ・九九プラスと資本・業務提携を締結。

2008 ・日本郵政と郵便局内での商品販売、郵便局との併設店舗出店など総合的提携で合意。

2009 ・マツモトキヨシホールディングスと業務提携。

2010 ・共通ポイントプログラム「Ponta」サービス開始。

・HMV ジャパンを買収し、子会社に。

・重慶羅森便利店を設立。

2011 ・農業生産法人設立（2016 年 2 月現在、全国 23 社に資本参加）。

・国内 1 万店達成。

・  「ロッピー　ローソンネットショッピング」サ－ビス開始。

2012 ・CVS ベイエリアとフランチャイズ契約を締結。

・東急線駅売店をローソンに順次転換。

・らでぃっしゅぼーやと業務・資本提携を締結。

・クオールと資本提携し、調剤薬局併設型コンビニの出店強化。

2013 ・大地を守る会と業務提携。

挑戦：プラットフォーム戦略を加速
2014 ・ネット宅配サービス「ローソンフレッシュ」始動。

・成城石井の株式を取得し、子会社化、ポプラと資本・業務提携。

・アマゾン商品の一部 Loppi 注文・取り寄せサービス開始。

・ユナイテッド・シネマを買収、子会社化。

2015 ・  SG ホールディングスと店舗を拠点にした配送などのサービスに関する業務提携を締結。

・メトロコマースと業務提携し、東京メトロ構内の店舗をローソンの転換。

・ツルハと業務提携し、ドラッグストア併設型コンビニを出店。

・NTT ドコモと相互送客で業務提携を締結。

2016 ・セーブオンとフランチャイズ契約を結び、順次ローソンに転換。

（出所）ローソン・ホームページ「ローソンの歴史」から抜粋。

表 3　ローソンの歩み
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弁当・惣菜といったコンビニ中核商品や日配食

品・冷凍食品といったスーパーマーケット代替

商品の商品力強化、②セミ自動発注の導入や加

盟店指導業務改革といった売場力強化、③廃棄

ロスの一部を本部が負担するなどフランチャイ

ズ契約の見直しによる加盟店支援強化、を重点

課題としている（2014、15 年度決算説明会資

料）。

　いずれもトップ企業に追いつくための業務改

善策である。しかし、相手は立ち止まっている

わけでない。模倣学習によるフォロアー戦略で

はいつまで経っても追いつくことはできない。

2002 年社長に就任し、14 年サントリーホール

ディングス社長に転出するまで 12 年間トップ

マネジメントを担ってきた三菱商事出身の新浪

剛史は、トップ企業との競争を差異化するチャ

レンジャー戦略の重要性を、こう表現した。

　「セブンが巨人ならうちは阪神。早稲田なら

慶応になりたい」（『週刊東洋経済』2005 年 7
月 2 日号）。

　事実、店舗コンセプトでは、既存コンビニと

異なるフォーマットを積極的に展開している。

女性客を意識した「ナチュラルローソン」や低

価格訴求で生鮮食品を提供する「ローソン

100」のほか、関連企業と組んだコンビニ郵便

局や薬局併設型コンビニなど多様な店舗コンセ

プトを打ち出している。2014 年秋には都市型

食品スーパー成城石井の全株式を取得し、生鮮

食品を売る小型店事業を強化した。

　顧客情報管理面では、2010 年からは三菱商

事系共通ポイントカード「Ponta」（2016 年 4 月

現在、加盟 83 社 14 万店、会員数 7500 万人）

の中核加盟社として普及・利用に全力を挙げて

いる。既存コンビニが POS（販売情報管理）デー

タに基づく単品管理を店舗運営や商品開発の軸

にしているのに対して、ID-POS（顧客別販売

情報管理）データによる顧客管理への切り替え

に積極的に取り組んでいる。

　エンタテイメント事業の開拓も競争差異化を

狙った打ち手である。2010 年音楽映像ソフト

販売の大手、HMV ジャパンの全株式を取得し、

客層の重なるチケット販売事業の基盤を拡充し

た。14 年にはシネマコンプレックス（複合映

画館）業界第 3 位のユナイテッド・シネマ（UC）
を買収し、シネコンのチケット販売やシネコン

を利用したイベント企画に力を注いでいる。15
年には中堅旅行会社のサクセスツアーズを買収

し、人気歌手のコンサートチケットと航空券・

ホテル予約を組み合わせた商品企画・販売にも

手を広げた。

　コンサートチケットや旅行券を情報商材と位

置づけ、積極的に拡販している。1998 年全店

に独自の情報端末機「ロッピー（Loppi）」（ロー

ソン・オンライン・ショッピングの略）を設置

し、店内でチケット全般の予約販売ほか、映画

等に関連したエンタテイメント商品や書籍の通

販、代金収納代行サービスを提供している。

　第 3 者との戦略提携にも取り組んでいる。日

本郵政公社との緊密な関係が先駆的な取り組み

である。2003 年初めコンビニで初めて全店舗

の郵便ポストを設置するとともに、広範な業務

提携を結び、ゆうパックの取扱い、郵便局内で

のローソン店舗開設、併設店舗の出店に取り組

んでいる。

　すべてはセブン‐イレブンとの差異化を図る

ためである。ローソンはコンビニの単一事業体

として成長してきたのに対して、セブン‐イレ

ブンは百貨店、スーパー、専門店、飲食業、金

融サービスと多種多様な事業を持つセブン＆ア

イ・ホールディングスに属している。カード事

業や ATM、プライベートブランド（PB）開発

などでは、複合事業体としての規模の利益が活

きてくる。ローソンはそれができない。利用可

能な経営資源が限られている弱みを補うため積

極果敢にトップ企業との差異化策を打ち出して

いる。

オープンプラットフォーム戦略の推進
　ローソンの事業戦略の差異化策は新しい段階

に入った。2014 年 9 月、カンパニー制を廃止し、

事業本部制を導入し、国内コンビニ事業以外に

ついて海外、エンタテイメント、LM（ローソ

ンマート）／ LS（ローソンストア）100、ヘル

スケアの各事業本部と並んで、ホームコンビニ
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エンス事業本部を設置した。

　当時の資料（2013 年度決算説明会）によると、

ホームコンビニエンスとはパソコン、スマト

フォン、タブレット（端末機）を活用し、インター

ネットを通して自宅にいながら、生鮮食品から

コンサートチケットまであらゆる買い物ができ

る新しいサービスを意味している。いわゆるリ

アル店舗とネット通販を融合させたオムニチャ

ネル小売業の一翼を担う仕組みづくりである。

　2015 年 6 月には注文から受け取り（店舗）・

宅配まで一貫した仕組みづくりに乗り出した。

佐川急便を傘下に持つ SG ホールディングスと

の間で店舗を拠点にした宅配・御用聞きサービ

ス会社、SG ローソン（出資比率：ローソン

51％、SG ホールディングス 49％）を設立し、

都内の店舗で実験を開始した。

　核となるのは 2014 年 6 月に始動した食品、

日用品雑貨、医薬品（第 2 類、第 3 類）約 1 万

6000 品目をネット宅配サービスする「ローソ

ンフレッシュ」である。一般購入の宅配と首都

圏を中心にした定期宅配の二本立てで、健康志

向の簡単手料理セットやナチュラルローソンの

商品を目玉に販売している。2016 年 6 月現在、

総会員数は約 40 万人に達している。

　店舗とネットを融合したオムニチャネル化は

セブン＆アイ・ホールディングスが百貨店から

専門店、コンビニまで自社で展開している事業

を、いわば「内部顧客」とみなして「閉じられ

たプラットフォーム」を組んでいるのに対して、

ローソンは「内部顧客」の自社企業グループが

限られているため、注文・受け取り・宅配の仕

組みを他のネット通販会社等に開放する一方、

他のポイントカードや電子マネーの保有者も利

用可能なオープンプラットフォームを志向して

いる。「弱み」を「強み」に変えるとの戦略的

意図である。

　ネット宅配の商品面では有機食材・低農薬食

品の宅配サービスを行うらでぃっしゅぼーや

（2012 年資本・業務提携）や大地を守る会（2013
年業務提携）と戦略提携し、健康志向の食材提

供を強化している。ネット宅配やロッピー経由

の EC 販売額は 13 年度約 1200 億円まで増加し

た。

　ネット通販の受け取りサービも積極的に取り

組んでいる。2014 年からアマゾンで購入した

商品の店頭受け取りサービスを開始し、2016
年 6 月現在通販のディノスや楽天市場、メガネ

専門店 JINS など 18 社に増えた。いずれも一定

サイズ以下の商品について指定した近くのロー

ソンで 24 時間受け取ことができる。

　店頭受け取りサービスは来店客数を増やし、

ついで買いを誘発する狙いである。都心の多い

店舗では 1 日 10 件程度あり、荷物を受け取り

にきた顧客の 5 ～ 6 割は買い物をして帰る（玉

塚社長・談、ITmedia ビジネスオンライン、

2015 年 4 月 8 日）。

チャレンジャーとしての課題
　オープンプラットフォーム化はあわただしく

進んでいる。決算説明会ベースで確認してみる

と、「オープンプラットフォーム戦略」が成長

戦略の柱として語られるようになったのは、

2014 ～ 15 年頃からである。

　それだけに、いま評価を下すのはやや時期尚

早の感がある。「鶏が先か卵が先か」というプ

ラットフォームビジネスの基本課題がどのよう

に解決されているのか見極めるには観察期間が

短すぎるのである。

　直近 2016 年 2 月期をみると、買収したユナ

イテッド・シネマや成城石井の業績貢献を確認

できる程度である。手掛かりを求めて、2015
年 10 月コンビニエンスストアやネット宅配の

「利便性」を家庭に届けるホームコンビニエン

ス事業を担当する野辺一也執行役員・同事業本

部長兼 SG ローソン社長に聞き取り調査を行う

とともに、ホームコンビニエンス事業の核とな

る SG ローソンによる「マチの暮らしサポート」

（サービス名称）の立ち上げ状況を現地調査し

た。

　訪問した世田谷二丁目店は実験中の店舗の 1
つで、生活道路に面した典型的な住宅街に立地

していた。標的顧客は住宅密集地において買い

物に不自由さを感じている高齢者や共働き世帯

で、食品スーパーとの競争状況や大学等の有無

等を勘案し、当面 10 店舗程度の単位で実験デー

タを集め、最終的には世田谷エリアで 90 店舗
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程度の規模としてエリア単位での収益化を実現

し、それを水平展開する計画である。

　主なサービス内容は、①店舗を拠点に佐川急

便の荷物とローソン関連商品（店舗・ローソン

フレッシュの販売商品）の宅配、②チラシによ

る商品の販売・御用聞き、③多機能タブレット

を用いたクリーニング等の取次、商品取り寄せ

などのサービス、④専用コールセンターでの注

文受付、店頭商品のピックアップ、配送、を計

画しているが、訪問時はまだ①と②の業務に追

われており、他のサービスはほとんど未着手状

態だった。

　事業化の推進力は宅配便業界第 2 位の佐川急

便の配送能力である。世田谷エリアでは 1 店当

たり半径 500m の約 3000 世帯が居住しており、

宅配便市場 34％のシェアを持つ佐川の 1 日当た

り配送件数は相当量あり、それにローソンフレッ

シュや他社受け取りサービスが加わる。

　たとえば、働く女性がスマホでローソンフ

レッシュや他の EC サイトで商品を購入した場

合、店舗受け取りを選択し帰宅途中にピック

アップすることも、自宅受け取りにすることも

できる。ローソンフレッシュの宅配やアマゾン

などの受け取りサービスで 1 日 20 件以上の上

乗せができるようになると、配送を受け持つ

SG ローソンの採算が取りやすくなるという。

　しかし、その上乗せがむずかしい。ローソン

フレッシュを例にとると、首都圏で通常の注文

の場合、買い物金額が 5000 円以上でないと送

料が 540 円かかる。また、「安さへの挑戦」キャ

ンペーンを実施しているが、元来低価格訴求型

ではない事業戦略なので、対象品目に限りがあ

る。アマゾンなどの通販商品の受け取り件数も

全国的には伸び悩んでいる。

　もう 1 つの課題は人件費の負担軽減と人材育

成である。店舗投資は台車 1 台と商品を取り置

く本棚程度の大きさの棚若干台と軽微である

が、オペレーションに人手がかかる。配送サー

ビスは午前 9 時から夜 8 時まで、朝の準備時間

を含めて合計 12 時間のオペレーションとなる。

店舗は住宅地立地なので、昼間短時間働ける高

齢者、主婦、学生が比較多いが、4 時間勤務で

3 シフトを想定すると、パートタイマー 5、6

人で回すことになる。午前中は高齢者、午後は

主婦、夜は学生とそれぞれのライフスタイルの

応じた働き方ができるので、人手不足時代に対

応したビジネスモデルと言える。

　これまでの実験から、シフトに応じて午前中

は佐川の宅配便、夕方から夜はローソンフレッ

シュやチラシのローソン商品のお届け、不在者

が多い午後の空き時間は御用聞きと機能分担で

きることも、おおよそわかってきた。

　SG ローソンには買い物金額に応じてローソ

ンから入る配達手数料と佐川急便からの配達委

託料の収入が入り、店舗側には商品受け取りに

来店した客のついで買いや配達した店頭商品の

売上高が加算される。野辺社長によると、店舗

売上高に 2 ～ 3 万円上乗せすることを目標にし

ている。

　現状では荷量、売上高ともそこまでいってい

ない。荷量の増加と仕分け・配達の効率化によ

り人件費負担を克服する基本業務の確立が当面

する課題となっている。佐川側からすると、直

接、配達していた荷物を一度、店舗ごとに仕分

けて降ろすことになる。その後、店舗で 30 分

以内に配達する手順となっているので、従来よ

り一段階作業が増えることになる。それを効率

的にこなすためには、台車による配達ルートの

確定、それに応じた仕分け、受領書等を発行す

る端末機操作、不在の場合の店頭受け取り分・

日時指定配達・預かり商品の管理と、パートタ

イマーによる一連の作業の習熟度を上げること

が欠かせない。

　展開速度は、当初計画の 2015 年度 100 店舗、

16年度 500店舗と比較すると、遅れ気味である。

2016 年 6 月現在、世田谷区内の 14 舗にとどまっ

ている。現場で業務指導に当たる SG ローソン

運営部磯崎洋樹マネジャーは、パートタイマー

の中から新たにサービスを始める他店のリー

ダーとなれる人材がどの程度出てくるかが事業

化のスピードの鍵を握っていると指摘する。

５．若干の議論―ネットワーク効果の評価

　日本の流通業界では持続的な成長を続けてき

たコンビニエンスストアを中心としたオムニ
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チャネル戦略を高く評価する傾向がみられる。

経営トップは「今後はインターネットを制する

者がリアル（店舗）を制し、ビジネスを制する」

（鈴木敏文セブン＆アイ・ホールディングス会

長＝当時、『日本経済新聞』2011 年 10 月 26 日

付））、「今、一番の脅威は、アマゾン」（新浪剛

史ローソン社長＝当時、『週刊東洋経済』2012
年 12 月 1 日号）と発言し、ビジネスジャーナ

リズムはコンビニ各社のオムニチャネル戦略に

ついて、「世界初の壮大な試み」（『激流』2016
年 4 月号）、「これが小売業の最終形！」（『週刊

ダイヤモンド』2015 年 6 月 6 日号）と称賛する。

　しかし、アマゾンのマーケットプレイスを軸

としたプラットフォームビジネスの規模や広が

りは、日本のコンビニによるオムニチャネル戦

略の比ではない。そもそも日本におけるオムニ

チャネル戦略は、ビジネスモデルとしてのプ

ラットフォーム構築には至っていない例がほと

んどである。

　セブン＆アイ・ホールディングスは 2015 年

10 月からネット通販とリアル店舗の融合を目

指した「オムニセブン」事業を開始し、百貨店

から専門店、コンビニまでグループ企業各社の

商品約 200 万品目をネットでも店舗でも購入で

き、なおかつネットで購入した商品を店舗で受

け取れる、コンビニの店員が各家庭に御用聞き

に伺うという独自サービスを売り物にしてい

る（9）。しかし、すでに指摘したように自社グルー

プ内のオムニチャネル戦略であり、いまのとこ

ろ「再販売業」の枠内にとどまっている。

　その点、ローソンはプラットフォーム化を意

識している。東京という特定エリアに絞り、「ア

マゾンが弱く、自分たちが強い食品分野を抑え

たい」（ローソン野辺・談）と考えている。そ

うは言っても、ローソンのオープンプラット

フォーム戦略はまだ初期段階にある。需要、供

給の両サイドのいずれにおいても、「鶏が先か

卵が先か」という基本課題が解決する突破口が

見当たらない。

　冒頭で紹介した先行研究は、2 つの解決策を

示唆している（10）。1 つは、ツーサイドのいず

れか一方の顧客に対して無料サービスや恩典と

いったインセンティブを与えて数を増やし、そ

れをテコに他方の再度の顧客を吸引するクロス

サイドネットワーク効果がる。もう 1 つは、一

方のサイドにおいて「客が客を呼ぶ」セイムサ

イドネットワーク効果を引き出す方法である。

　アマゾンの場合、企業変革の過程において

ネットワーク効果が存分に発揮され。自前で品

揃えの拡大や低価格訴求、アクセスの改良によ

り新規顧客を吸引し、一度利用した顧客はプラ

イム会員として囲い込まれた。ネット上での

ブックレビューなどの口コミで「客が客を呼ぶ」

セイムサイドネットワーク効果も発揮されてい

る。

　この需要サイドの規模拡大がクロスサイド

ネットワーク効果を引き出した点がアマゾンの

ビジネスモデルの大きな特徴である。マーケッ

トプレイスへの出品者が急増し、配送・コン

ピューター投資で範囲の経済性が生じた。

　ローソンにはそれがない。セブン‐イレブン

と比較して平均日販が大幅に低いということ

は、それだけ客数・客単価の面で需要サイドが

弱いことを意味している。新規コンビニフォー

マットの開発やエンタメ事業の強化、共通ポイ

ントカード「Ponta」の利用拡大等の打ち手を

繰り出しているが、今のところ「日販格差の縮

小」という目に見えた効果は現れていない。

　「Ponta」は利用者別単品販売情報を収集し、

店頭品揃えの改善に貢献しているが、アマゾン

のリコメンデーション機能のように直接、個々

の顧客に働き掛けるタッチポイント（接点）で

は必ずしもない。また、ネット通販との連携も

受け取りサービスに限定されており、売買それ

自体の仲介をしているわけではない。ホームコ

ンビニエンス事業で佐川急便という強力な戦略

パートナーを得たが、いまだ試行錯誤の域を出

ていない。

　アマゾンのプラットフォーム戦略はオムニ

チャネル戦略を推進する日本企業の、はるか先

を走っている。再販売業の延長線上にネット通

販や宅配サービスを構想するオムニチャネル戦

略は、本来のプラットフォーム戦略とは似て非

なるものである。その点の戦略の本質の違いを

認識し、プラットフォームビジネスへの戦略転

換を進めるのか否か、進めるとしたらネット
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ワーク効果をどのように発揮できるのか、そこ

に実務上の大きな課題がある。

　流通研究上の課題としては、まずオムニチャ

ネル戦略の可能性と限界を検証すること、その

うえで上記実務的課題への示唆を得ることが求

められている。
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